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 平成30年北海道胆振東部地震では、厚真町内の多くの農業水利施設が被災した。この内、豊川分水工付

近の施設では、大きな地震動と地すべり等によるカルバート水路等の被災か確認された。とくに、基礎杭

については、工事を進める中で新たな被災が確認されるなど、被災の大きさを改めて認識したところであ

る。本稿では、工事の中で行った基礎杭の調査方法と撤去を含む復旧工事の施工方法について報告する。 
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1.  はじめに 

 平成30年9月6日に発生した「北海道胆振東部地震」で

は、厚真町、むかわ町、安平町において多くの農業水利

施設が被災した。事業実施中の国営かんがい排水事業

「勇払東部地区」（図－１）で整備した厚幌導水路では、

広範囲にわたる被災が確認された。 
本稿では、今年度実施した厚幌導水路の付帯施設であ

る「豊川分水工」の被災状況、工事を進める中で新たに

確認された基礎杭の健全性調査方法、撤去を含む復旧工

事の施工方法等について報告する。 
 

2. 事業概要 

 国営かんがい排水事業「勇払東部地区」（以下「基本

事業）は、北海道の胆振地方東部に位置し、勇払郡厚真

町、むかわ町の3,224haを受益とする農業地帯である。 
地域の農業は、水稲を主体として水田の畑利用による

小麦、大豆、野菜等を組み合わせた営農が展開されてい

る。地域の農業用水は、厚真川とその支流河川に造成さ

れた頭首工、揚水機場等の小規模な取水施設に依存して

おり、河川流況が不安定であること、近年の営農技術に

応じた農業用水が確保されていない等の課題が生じてい

る。そのため、本事業により、厚幌導水路等の用水施設

の整備を行い、農業用水の安定供給、用水管理の合理化

等を図り、農業生産性の向上と農業経営の安定に資する

ことを目的としている。 
基本事業は平成31年度の事業完了に向けて事業推進し

ていたところ、平成30年北海道胆振東部地震が発生し、

地域の農業用水施設に甚大は被害を受けた。そのため、

直轄災害復旧事業「勇払東部地区」に着手し、令和５年

度の事業完了に向けて復旧工事を実施中である。 

 

図-１  勇払東部地区 豊川分水工 位置図 

3. 豊川分水工の被災状況 

 豊川分水工は、厚幌導水路のNo.165+97.49地点に位置

し、厚幌導水路（φ2000mm,Q=5.351m3/s）から豊川分水

路（φ1350mm,Q=3.287m3/s）へ分水するスライドゲート

を有したオーバーフロースタンド型分水工である。厚幌

導水路はオープンタイプのパイプラインとなっており、

分水工上流側はφ2000mm（FRPM管）、下流側約178m
まではRCボックスカルバート（H1500×B1500）、その

下流側はφ1500mm（FRPM管）となっている。 
豊川分水路は、分水工直下流の急斜面部は現場打カル

バート工（H1500×B3500）とφ1800mm（鋼管）となっ 
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ており、その下流側はφ1350mm（FRPM管）のオープン

タイプパイプラインとなっている。 
 オープンタイプのパイプラインにおける分水施設は、

分水位を確保するために高台部に設けられることが多く、

豊川分水工においても、路線計画を検討した結果、高台

部における沢地形の中腹に計画され建設された。 
今回の胆振東部地震では、震度７の強振動の発生に加

え、地震発生前の６～８月に降雨が多く（平年の約１．

６倍）、低強度の火山灰質土に多くの土壌水分が含んで

いたことから、大規模な斜面崩落が発生したことが特徴

的であるが、豊川分水工地点においても大規模な斜面崩

落が発生したことにより、カルバート工の変位やパイプ

ライン部の破損、離脱等の被害が発生した（図－３,写

真－１～３）。 

  震災直後における目視調査等により、豊川分水工を

災害復旧区間に位置付け、復旧工事にあたり詳細設計を 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
行い、計測結果により構造物に傾斜や移動が確認された

範囲については、基礎杭も含めて健全性は保たれていな

いと判断し、復旧対象範囲を決定して工事発注を行った

（図－４）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-３ 豊川分水工被災イメージ 

図-４ 目視調査結果 

写真-３ 目地状況（図-3の③） 写真-１ 損傷状況（図-4の①） 写真-２ 管水路状況（図-4の②） 

図-２ 豊川分水工全体平面図 
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 工事発注後に詳細設計で決定した復旧範囲について、

既設構造物の撤去を行ったところ、基礎杭の折損や傾斜

の被災が確認された（写真－４，５）。また、詳細設計

において健全と判断した範囲においても試掘により側面

からの目視確認を行ったところ、基礎杭の折損が確認さ

れたことから、事前に設定した復旧範囲外の構造物につ

いても撤去を行い、基礎杭全数の健全性調査を実施する

こととした。 
 

4. 基礎杭の健全性調査 

 調査対象とする区間の基礎杭は、PHC杭（φ300～
450mm,L=7.0m～16.0m）であり、目視による折損及び傾

斜が確認される杭は調査対象外として51本の基礎杭を対

象に調査を実施した。 
 基礎杭の健全性調査は、農業水利施設を対象とした事

例は少なく、マニュアル等も整備されていないことから、

土木研究所と阪神高速道路公団、(財)土木研究センター、

その他民間１２社の共同研究により策定された「橋梁基

礎構造の形状および損傷調査マニュアル（案）平成11年
12月」1)を参考として調査手法等の選定を行った。損傷

調査手法の適用性を表－１に示す。 
 今回の調査は、最長でL=16.0mある基礎杭について、

折損等の損傷の有無を把握することが目的である。その

ため、表－１に示す調査法の内、経済的かつ即時対応が

可能であったインティグリティ試験（以下、ＩＴ試験）

を採用して調査を実施することとした。 
 ＩＴ試験は、杭施工時の品質管理のために開発された

ものであり、杭長の確認や不良杭の抽出を目的として数

多くの調査実績を有する。 
 試験原理は杭頭部をハンドハンマにより軽打すること

により発生する低レベルのひずみの応答を加速度計など

で計測することで杭の健全性を確認する試験方法である。 
打撃により発生した入力波は、瞬時に杭全体に広がっ

て杭先端に向かって伝達し、杭の材質が均一で断面積に

変化がない場合には一定の速度で振幅を弱めながら進み、

杭先端部において反射波が生じることになるが、杭の途

中で折損等がある場合にはその時点で反射波が生じるた

め、杭の折損位置の特定が可能となるものである。 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 図－５に反射波形の例を示す。前述のとおり、杭が健

全な場合は杭先端部において反射波が生じ杭長の２倍

（往復分）の時間を経過して「(１)断面変化がない場

合」のように波形として現れる。 

部分的な損傷がある場合は、波動の一部が断面変化部

において反射が生じ波形として現れ、残りの波動は杭先

端部において反射波が生じ、「(２)(３)のように断面変

化がある場合」のように波形として現れる。 

 折損等がある場合は、損傷部において反射が生じ、短

い周期で繰り返しの反射として波形が現れる。この時、

杭先端部へは波動は伝播しないため、杭先端部の反射波

による波形は現れず、「(４)全断面にわたる損傷がある

場合」のようになる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-５ 基礎杭の折損状況（全景） 

表－１ 損傷調査手法の適用性 

図-５ 反射波形の例 

写真-４ 基礎杭の折損状況（近景） 
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ＩＴ試験による基礎杭の調査結果２）を図－６に示す。 

横軸が杭長に相当する波形の伝播時間、縦軸が波形の

大きさを示す。 

対象としたＢ-７の基礎杭はＰＨＣ杭(φ450,L=9.0m） 

であるが、約１ｍ程度の短い繰り返し反射による波形が

確認された。これは「(4)全断面にわたる損傷がある場

合」に該当するものであり、写真－４で確認されたよう

な杭の折損が杭頭から１ｍ程度の位置に発生しているこ

とが確認された。試験結果を検証するため、現地を試掘

して折損位置を確認した結果、概ね試験結果と同位置に

て基礎杭の折損が確認された。 

以上の調査を対象基礎杭に実施した結果、構造物の目

視及び計測では健全と判断された基礎杭においても折損

による損傷が確認される結果となり、調査対象としたＰ

ＨＣ杭全51本全てが被災していることが確認された。 

 

5. 復旧工事の施工方法 

 健全性調査の結果により、図－４で「変常なし」とし

ていた範囲の基礎杭にも被災が確認されたことから、基

礎杭の撤去・復旧本数が当初計画の３６本から８７本に

変更となり、併せて構造物本体も撤去復旧が必要となっ

た。 
 基礎杭の撤去は、「リーダ式ケーシング回転掘削工法

（以下、ＢＧ工法）」を採用した。ＢＧ工法の施工手順

を図－７に示す。本工法は既存の杭径よりも200mm程度

大きいケーシングを押込み、オーガーにより破砕しなが 

 

 

 
 
ら基礎杭を撤去する工法である（写真－７）。本工事の

ように、既存の基礎杭が折損等し、ワイヤーによる引抜

工法だと折損部以深の杭が撤去できない場合に採用され

ることが多い工法である。 
 基礎杭撤去後は、ケーシング内径の空洞ができるため、

充填が必要となる。充填材には砂やエアーモルタル、貧

配合のセメントミルク等が用いられるが、本工事では基

礎杭の撤去位置に再度新設基礎杭を打設する計画として

いたことから、エアーモルタルやセメントミルクなどの

固化する充填材を使用すると、新設基礎杭の打設時に破

壊による空隙が生じることが想定されたため、安価で施

工性が良い砂による充填工法を採用した。 
 また、ＢＧ工法は、前述した通りオーガーにより破砕

しながら基礎杭を撤去する工法であることから、既存杭

の先端まで撤去する際に、先端支持層を乱すことが想定

された。そのため、新設基礎杭は既存杭よりも一律１ｍ

長い杭を採用し必要な支持力を得られるように設計した。

実際の施工においては、既存杭＋２０ｃｍ程度の位置で

必要支持力が得られたので、適切な高さで切断、杭頭処

理を行い施工した。 
 既設基礎杭撤去に係る施工管理としては、撤去長を計

測する必要があるが、ＢＧ工法では撤去と同時に基礎杭 

が破砕されてしまうことから、撤去杭の出来形を実測す 

図-６ 調査結果 

写真-６ ＩＴ試験実施状況 

写真-７ ＢＧ工法施工状況 
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ることは不可能である。そのため、ＰＨＣ杭の先端の継

手金物の回収により撤去完了を確認し、ケーシングの埋

設深により掘削深を確認することで出来形管理を行った

（写真－８）。 

６. おわりに 

 本稿では、北海道胆振東部地震により被災した厚幌導

水路と豊川分水工について、工事を進める中で確認され

た新たな被災状況とその調査方法、復旧工事の施工方法

について施工事例を交えて報告した。 
 現地踏査による目視の範囲で被災のすべてを把握する

ことは困難であり、工事が始まってから明らかとなった

被害の大きさを改めて認識することとなった。 
現在、工事は令和４年度の試験通水に向けて、既設基

礎杭の撤去及び新設基礎杭の打設が完了し、構造物本体

の施工を実施中であり、大幅な工事内容の変更と工期延

伸により、令和４年８月の完了に向けて施工中である

（写真－９）。 

北海道胆振東部地震が発生してから４年目となり、災

害復旧事業も終盤を迎えているが、一刻も早い復興と

「勇払東部地区」の農業用水による地域農業の持続的な

発展がなされるよう、引き続き事業推進していく所存で

ある。 
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写真-８ 撤去した基礎杭（先端継手金物） 

写真-９ 豊川分水工（R3.12.6撮影） 

図-７ ＢＧ工法施工手順 


